
統合報告書をお届けするにあたって

2022年3月期は、新型コロナウイルス感染症の影響継

続・拡大、脱炭素化の潮流、そして地政学的情勢の激

動など、世界のビジネス環境が大きく変化しました。そ

のような環境下において、当社は、これまで推し進めて

きた収益基盤強化の取組みと変革が実を結び、全ての

セグメントで力強い業績を実現し、過去最高益を達成

することができました。

 　5年目の発行となる本統合報告書では、当社の経営

理念（Mission、Vision、Values：MVV）のMission

「世界中の未来をつくる」実現に向け、事業を通じてさ

まざまな社会課題への現実解を提供する当社ならでは

の価値創造の道筋、すなわち三井物産の「挑戦と創造」

について説明しております。その価値創造の中核となる

のは、事業を創り、育て、展
ひろ

げ、産業を跨いだ事業群を

形成するビジネスモデルです。また、「人の三井」と称さ

れる人材主義、「自由闊達」な企業文化、長期間にわた

り絶え間ない変革を経た事業ポートフォリオという3つ

の強みが、このビジネスモデル実現のベースになってい

ます。こうした当社の価値創造プロセスを、さまざまな

角度からご理解いただけると考えております。

　本統合報告書の作成に際しては、社内の各部門間で緊

密な連携を図り、経営会議や取締役会での議論に基づ

き、誠実に作成していることをここに表明申し上げます。

 　なお本統合報告書は、IFRS財団（旧VRF*）の統合報告

フレームワーク、および経済産業省発表の「価値協創ガ

イダンス」を参照し、株主・投資家をはじめとする当社

ステークホルダーの皆様からの多くのご意見を参考に

させていただきながら、皆様にとって必要な情報を分

かりやすく説明することを心掛けました。ぜひご一読い

ただき、当社についてのご理解をさらに深めていただ

くとともに、皆様からもご意見を頂戴することで、建設

的なコミュニケーションのきっかけとなれば幸いです。

2022年8月

代表取締役会長

* VRF（Value Reporting Foundation）は2022年8月1日付でIFRS財団との統合が完了しました。
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編集方針

これまで発行してきた統合報告書は、当社グループの魅力についてさまざまな角度からお伝え

してきました。5冊目の統合報告書となる本報告書では、その魅力をさらに掘り下げつつ、当社の価

値創造プロセスとその中核となるビジネスモデルについて、具体事例に基づき説明することで、コ

ミュニケーションツールとしてのさらなる進化を目指しました。事業環境が激変する中において、当

社グループの中長期的な価値創造に対するご理解の一助となれば幸いです。

報告対象範囲

対象期間：2021年4月1日～2022年3月31日 （一部、2022年4月以降の活動内容を含む）

対象組織：三井物産グループ（三井物産単体および連結子会社）

参考としたガイドライン

◦IFRS財団（旧VRF）の統合報告フレームワーク

◦ 経済産業省「価値協創ガイダンス」

◦ GRI（Global Reporting Initiative）「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」

◦ ISO26000（「社会的責任に関する手引」）

将来情報に関する留意事項

本統合報告書にて開示されているデータや将来予測は、本資料の発行日（2022年8月31日）現在

の判断や入手している情報に基づくもので、既知および未知のリスクや不確実性およびその他の

要素を内包しており、これらの目標や予想の達成、および将来の業績を保証するものではありま

せん。こうしたリスク、不確実性およびその他の要素には、当社の最新の有価証券報告書、四半期

報告書などの記載も含まれ、当社は、将来に関する記述のアップデートや修正を公表する義務を

一切負うものではありません。従いまして、本情報および資料の利用は、他の方法により入手さ

れた情報とも照合確認し、利用者の判断によって行っていただきますようお願いします。本資料利

用の結果生じた、いかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。

編集方針

当社の各種報告書・開示情報の位置づけ

統合報告書
価値創造プロセスや中長期的な経営方針、事業戦
略、財務・非財務情報を、株主・投資家をはじめとす
る幅広いステークホルダーに向けて伝えることを目
的としています。

ウェブサイト
投資家情報
投資家・株主の皆様向けに財務・非財
務情報をまとめています。

• 中期経営計画
• 決算情報・決算説明会
• インベスターデイ
• 事業説明会
• 個人投資家向け説明会

ウェブサイト
サステナビリティ
当社のサステナビリティ情報を適時掲載
しています。

• サステナビリティ経営
• マテリアリティ
• ESG情報
• 社会貢献活動

有価証券報告書

株主総会招集通知 コーポレート・ガバナンス報告書

www.mitsui.com/jp/ja/ir/

www.mitsui.com/jp/ja/sustainability

統合報告書（本書類）　www.mitsui.com/jp/ja/ir/library/report/index.html

www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/
sustainabilityreport/2021/index.htmlwww.mitsui.com/jp/ja/ir/library/securities/

https://www.mitsui.com/jp/ja/ir/library/
business/index.html

https://www.mitsui.com/jp/ja/company/
outline/governance/status/index.html

サステナビリティレポート
当社のサステナビリティ情報
の詳細を網羅的に掲載して
います。

事業戦略・財務情報 ESG情報
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日本の戦後復興に
向けて

国内向け生活必需品の
輸入および統制緩和で
自由化された輸出促進に注力
1947　第一物産設立
1959　第一物産を中心に

三井物産大合同。現
在の三井物産誕生

海外依存度の高い金属資源・
エネルギーの安定的確保を目指し、
資源開発に出資参画
1965　豪州のRobe River鉄鉱

山への参画を決定
1967　豪州BHP社との鉄鉱石

合弁事業の設立
1969　三井石油開発設立
1971　アブダビ・ダス島LNG開

発基本協定調印

日本製品の海外展開支援
・ 鉄鋼製品・機械・化学品などの

輸出販売
・ 自動車・二輪車メーカーの海外

製造・販売事業に出資参画

海外の技術やビジネスモデルの
日本への導入
1958　 日本レミントンユニバック

（現BIPROGY）を設立
1976　米国大手給食サービス

ARA社（現 Aramark社）
などとエームサービス設立

IT（情報技術）、FT（金融技術）、
LT（物流技術）などの機能強化
・ イトーヨーカ堂グループ（現 セブン&

アイ・ホールディングス）にサプライ・
マネジメント機能を提供

日本のエネルギー供給源多様化の
流れに沿って大型LNGプロジェクト
への参画・開発を加速
1985　西豪州LNGプロジェクト参画
1989　 カタールLNGプロジェクト参画

海外での大型事業の開発・買収
1991　 飼料添加物事業（現 Novus 

International社）を米国
Monsanto社より買収

1994　インドネシアのIPP（独立系発
電）事業会社Paiton Energy
社を設立

持続的な供給力拡大に向けた
資源・エネルギー開発の長期的な取組み
2003　ブラジル資源開発大手Vale社へValepar社

を通じ出資参画
2010　米国でシェール・ガス権益、翌年、シェール・

オイル権益を取得
2012　チリCodelco社との戦略的提携・Anglo 

American Sur社への共同参画
2013　米国Cameron LNGプロジェクト合弁会社設立

世界各国の産業振興に貢献するインフラ事業の展開
2004　International Power社（現 ENGIE 社）と

13発電資産を共同買収
2015　ブラジルでのガス配給事業拡大
2018・2019　タイでのガス火力発電事業推進

産業高度化や生活の豊かさ向上に向けて
新たなニーズに対応
2001 欧州で農薬販売プラットフォーム設立
2001 米国自動車販売・総合ソリューション事業

Penske Automotive Group社に出資参画
2015 米国トラックリース最大手Penske Truck 

Leasing社に出資参画
2016　世界最大手のスペイン自動車プレス部品メー

カーGestamp Automoción社に出資参画

気候変動に対応した取組みの拡大
2016　森林アセットマネジメント事業（New Forests社）へ

の出資参画
2017　分散型太陽光発電事業拡大（米国ForeFront  

Power社設立）
2018　台湾洋上風力発電事業への出資参画
2022　再エネ事業者Mainstream社への出資参画
2022　インド大型再エネ発電事業参画
2022　豪排出権ディベロッパーClimate Friendly社への

出資参画

ヘルスケア分野での事業を通じた豊かさの向上
2011　アジア最大手の民間病院グループIHH Healthcare

社*に出資参画
2016 アジアにおける透析事業DaVita Care社に出資参画
2019 IHH Healthcare社に追加出資し、筆頭株主化　

アジアでの“豊かな暮らしをつくる”の実現
2019　ベトナム海老生産加工事業会社Minh Phu社への

出資参画
2021　インドネシア消費者関連事業企業グループCT Corp

持株会社の転換社債引受

1947

日本の産業力拡大によって
高度経済成長期へ

先端技術開発の進展により、
社会構造が急速に変化

挑戦と創造の実績

1960 2000 20151980

飼料添加物事業Novus Vale鉄鉱石事業第一物産

新興国経済の台頭、先進国の産業構造の
変化を背景にグローバル化が加速

環境問題対応からサステナビリティ経営へ、
企業活動にも大きな変化

IHH傘下Mount Elizabeth Novena病院 再エネ事業者Mainstream自動車部品製造事業Gestamp  Automoción 

* 現在の名称で出資当時の名称ではありません
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経営理念（MVV）
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